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特集 2／ニューエコノミーへの多様な道
総合討論
司会（雨宮昭彦）　水島先生、非常に多面的で鋭いコメントをありがとうござ
いました。水島先生から頂いた三つの質問に、アーベルスハウザー先生からお
答えいただいて、さらに討論という格好にしていきたいと思います。
　第一点目ですが、ドイツの失業問題を解決するのに、非熟練労働者を熟練
労働者に教育するという方法をアーベルスハウザー先生は提案されたけれど
も、これでは不十分なのではないかということです。失業問題は、ドイツの場
合、EUの東方拡大などによって、労働市場の労働供給が増えていく状況の中
で、雇用全体は制約されているという状態から生まれている。したがって、失
業問題はアーベルスハウザー先生の提案されるような方法では、解決できない
のではないかという点です。
　第二の点ですが、ドイツのライン資本主義の発展にとって、EUはどのよう
な役割をしているのか、EUとライン型資本主義との関係ですね。これはライ
ン型資本主義を強めるのか、あるいは逆に EUの存在がライン型資本主義を弱
体化させ、むしろ自由主義化の方向性を強めていく可能性もあるのかという問
題です。
　第三番目の問題点は、倉阪先生の議論と関係しますが、ライン資本主義
と、環境フレンドリーなニューエコノミーとの関係ですね。水島先生はここに、
社会のあり方に関する議論を入れてきまして、団体調整型市場経済において
は、団体がまさに環境保護の主体として発展していく可能性を見ておられます。
アーベルスハウザー先生はこうした関係をどのように捉えていらっしゃるのか。
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　他にも論点はありますが、まずは以上の三点についてアーベルスハウザー先
生のお考えをお聞きしたいと思います。
　ドイツ労働市場の現況
アーベルスハウザー　第一の失業問題ですが、これはドイツにとって最大の問
題です。今、ドイツの労働市場では、高い資格をもった人材に対する需要が非
常に大きくなっています。この点を確認しておくことはドイツ経済にとって非
常に重要なことです。なぜなら、ドイツは高賃金国ですから、賃金を下げて失
業問題を解決するというわけにはいきません。したがって、非常に優秀な、質
の高い製品を作り出し、それを販売することによって高賃金を維持していくと
いう方法しかありません。
　この問題はまだ継続しているわけですが、見通しはそんなに悪いものではあ
りません。まず人口動態上の理由から、つまり日本と同様に少子高齢化が進み
ますので、今のところ、2012年になると労働供給が非常に下がると予測され
ております。高い質の労働者に対する需要は、この下がっていく労働供給から
まかなわれることになるわけです。ですから、失業問題の解決についての見通
しはそんなに悲観的ではありません。東ドイツの状況も同じ理由から、つまり
労働供給の減少によって労働市場にポジティブな影響もでてくるわけです。し
たがって東ドイツの負担も今後は緩和されていくのではないかと予想されます。
　水島先生のご報告では、ヨーロッパの東方拡大によって、そこからの労働力
移動が、ヨーロッパの労働市場に圧力をかけ、ドイツあるいはヨーロッパの雇
用を相対的に縮小させてしまうのではないかということでした。しかし、そう
した心配を私は抱いておりません。つまり東ヨーロッパからの労働力移動によ
る影響は、それほど大きくはないだろうと思われます。なぜなら、今言ったよ
うにドイツが必要とし、労働市場において競争相手になるのは高い資格を持っ
た労働者です。東ヨーロッパから来る労働者は単純労働の担い手ですから、農
業とかその他のサービス産業に雇用されることはあっても、それ以外の重要な
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労働分野で競争相手となることはないということです。
　しかし、現在ドイツに居住する 300万人の外国人労働者については問題が
残ります。この人々は、ほぼイスラム圏の出身者ですけれども、例えば文化的
障害、ドイツ語を修得することが非常に困難になっていますから、ドイツの労
働市場への統合が非常に難しいということです。
　EUにおけるライン資本主義諸国の意義
アーベルスハウザー　二点目の、EUとライン資本主義の関係についてですが、
このライン資本主義はドイツだけではなく、ベネルクスの三つの国、それから
スイス、オーストリア、スカンジナビア諸国、さらに北イタリア、これらの国々
が問題になります。これらの国々は、EUの中でも共通の基盤をもっています。
これらの国々が、今日ヨーロッパの中で果たす役割とは何でしょうか。
　ヨーロッパにはさまざまな国々があります。統合は、これらの国々の中で、
非常に進んだ資本主義の国々と、遅れた資本主義の国々との二段階で進んでい
ます。ライン資本主義の国々は、これらのうち、統合が急速に進んでいるグルー
プであり、経済状態が比較的良い国々です。それらの国々は、全てがそうでは
ありませんが、ヨーロッパの中核をなしております。
　これらの国がヨーロッパの中核をなすことの意義は、アメリカ的なスタン
ダードな資本主義に対抗するヨーロッパのヴァリエーションを築くことにあり
ます。アメリカ型の市場原理主義ではなく、例えば長期的なパースペクティブ
をもった企業の意思決定とか、株主重視ではなく、ステークホルダー重視のルー
ルに基いた資本市場の形成といったようなヨーロッパ型のヴァリアンテを築き
上げるために、これらのライン資本主義の国々がヨーロッパの中核を形成する
ということには大きな意義があると思います。
　さらに、このヴァリアントと関連して、組織の問題が重要です。これには社
会の組織や企業の組織がありますが、その点でも、ライン資本主義には世界経
済において優位を発揮するチャンスがあります。資本主義には、個々人が活躍
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する資本主義と、国家資本主義との両極端が考えられますが、ライン資本主義
の組織原理はその中間に位置するものです。その特徴として、弾力性、独立性、
協調性、社会的安定性や社会性、それから自律性等があげられますが、これら
はヨーロッパの百年以上にわたる長期的な発展の中から形成された組織の特徴
です。こうした組織は、質の高い製品向けの生産体制をつくりだすのに効果的
であり有益であると考えております。
　ヨーロッパでは環境政策が容易
アーベルスハウザー　最後の論点である環境ですが、これについては非常にプ
ラグマティックにお答えすることが可能であると思います。ソフィスティケー
トされた環境政策が、ヨーロッパ諸国やドイツで果たして必要かどうか、これ
は現時点ではまだ誰にも分かりません。
　ところで、環境に優しい政策をヨーロッパでとり、定着させることは非常に
容易です。実際に、環境技術は、世界でヨーロッパがリードしている分野です。
というのも、環境技術というのは、トップ・テクノロジーの水準を必要とする
ものではなく、言ってみれば準トップというような技術分野に属するものです
から。こうした分野にヨーロッパは強みがあります。標準化された技術はヨー
ロッパが得意とするところです。したがってソーラーシステムやフィルターの
ような環境技術や機械は、ヨーロッパの強みが非常に発揮できる市場です。そ
ういう意味でプラグマティズムといったわけです。
　ちなみにアメリカの環境技術の水準はあまり高くはありません。この分野で
は、アメリカの企業は、ヨーロッパのトップの企業に比べたら 4番目か 5番
目くらいです。したがって、ヨーロッパ企業が環境技術を用いたビジネスをこ
の分野で展開するという決定は容易に下されるのです。それは社会的公正に役
立つと同時に、ビジネスにもなるわけです。
司会　もう一点、伊藤先生が出された論点があります。戦後高度成長において
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日本ではケインズ主義はあまり大きな役割を果たさなかったという議論が、通
貨政策との関係で出ていたと思います。ドイツではケインズ政策と戦後高度経
済成長との関係はどうだったかということがまだ議論されておりませんので、
これについて、アーベルスハウザー先生からコメントをお願いしたいと思いま
すが、その前に伊藤先生から追加的な説明を頂けますでしょうか。
　高度成長とケインズ政策：日本の場合
伊藤正直　問題は、ケインズ政策をどういうものとして理解するかに関わって
いると思います。ドイツは社会的市場経済で、アメリカ的なケインズ政策には
割合に抑制的というか、否定的だったけれども、日本の高度経済成長期にケイ
ンズ政策はどうだったのか。例えば財政支出という面で見てみると、日本は高
度経済成長が 1955年から始まるわけですが、1965年に長期国債の発行を開
始するまでは、財政は一貫して黒字です。赤字国債とか建設国債というのは一
切発行しておりません。また大蔵省自身は、健全財政主義を主張し続けてきて
おり、実際に通産省や国土庁や運輸省が出す政策を進んで切り捨てるというこ
とをやっています。
　しかし他方で、日本の特徴を土建型資本主義とか開発型というふうに規定す
る方もいらっしゃるわけですね。1962年に全国総合開発計画があり、1969年
に新全総（新全国総合開発計画）があり、その後、三全総（第三次全国総合開
発計画）、四全総（第四次全国総合開発計画）があります。さらにそのプロセスで、
新産業都市計画やあるいは田中角栄の日本列島改造論があります。そうすると、
そういう形で政府が直接間接に有効需要を自ら供給するという意味でケインズ
政策ではないか、という見方も片方では成り立つわけですね。
　さらに、これとは別に、財政金融政策を通じて反循環的・裁量的な政策をやり、
結果的に所得再配分を行うという見方があります。ドイツ経済の研究者の加
藤栄一さんの見方は典型的にこうした見方だと思うのです。そういう所得再配
分を行うことによって社会的矛盾を緩和する政策がケインズ政策であると考え
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るとどうでしょうか。日本は福祉元年と言われたのは1973年で、高度成長が終
わってからです。高度成長期には、むしろ、租税特別措置や引当金を通じたり、地
方税の減免措置をとったりして、企業関係の税金が物凄く優遇されていたわけ
です。だから、何を基準にしてみるかということが一方にはあるということです。
通常言われている意味でのケインズ政策は、高度成長期の日本もドイツと同様
にあまりなかったというふうに見たほうがよいのではないかということです。
　高度成長とケインズ政策：ドイツの場合
アーベルスハウザー　高度成長期に日本でもドイツでもケインズ政策が行われ
なかったという伊藤先生の意見に全く同意いたします。というのはドイツでケ
インズ的な財政拡張政策の第一弾がとられたのは、1933年のヒトラーの政治
においてです。ケインズは、1936年に書いた『一般理論』の中でも、そのこ
とを承認しております。また、ヒトラーもケインズを非常に高く評価しており
ました。ただし、ヒトラーがこういった財政拡張政策をとったのは景気を拡大
するためではなくて、軍需を拡大するためでした。戦後のドイツにおいてケイ
ンズ政策が人気がなかったのは、戦後にヒトラーが不人気だったということと
非常に関係があります。しかも、戦後においてドイツでケインズ政策がとられ
なかったというのは、需要不足がなかったということでもあるわけです。
　それではケインズ政策を行わなくて、どのようにしてドイツの奇蹟の経済復
興、高度成長が可能になったのでしょうか。1944年以後、ドイツは二つの理
由から決して需要不足ではありませんでした。一つは、資本不足ではなかった
ことです。むしろこの時期にドイツが持っていた資本ストックはそれ以前より
も充実していたわけです。つまりそれ以前の投資の結果高い生産力が実現され
ていました。その資本ストック、つまり生産設備や機械は比較的新しいもので
あったし、生産性は非常に高かったわけです。
　第二に、労働力ですけれども、これは驚くべきことに戦前よりも 1000万も
増えました。しかも質の高い労働者が増えたのです。したがって労働力も資本
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も不足していなかったわけです。しかも、冷戦が始まる 1947年には、アメリ
カがドイツに対して経済復興を許可しました。こうした決定をしたのは、ヨー
ロッパの軍事力を高めるということであり、この面からも需要があったのです。
伊藤　一点だけ補足します。我々、通貨当局という言葉をよく使うんですけれ
ども、この通貨当局である財務省ないし大蔵省と中央銀行の関係ですが、G5
の中で中央銀行が一番強いのがドイツ、一番弱いのが日本とフランスで、その
ちょうど中間にあるのがアメリカの Fed (Federal Reserve System、連邦準備
制度 )と、イギリスの BOE (Bank of England、イングランド銀行 )です。で
すからその限りで、ドイツでは、通貨政策は、ブンデスバンク（ドイツ連邦銀
行）の専権事項であって、政府の影響を受けないので、ケインズ政策を自覚的
にとらないという選択ができたわけです。
　ところが日本では、高度成長期には、大蔵省室町分室なんていうふうに日本銀
行が言われておりまして、金融政策、通貨政策決定の自律性が日本銀行には全く
ありませんでした。しかし、それにもかかわらず、インフレが起きなかった。日
本では政府と中央銀行の関係がそのようであったにもかかわらず、結果として
インフレが起きなかったとすると、日本の高度成長期は、ケインズ政策をとり
たくても取る条件があまりなかったというふうにも判断できるということです。
　産業構造の特質：製品の多角化と高品質のドイツ
金子邦子（千葉経済大学）　ドイツとアメリカの労働力の問題が出されました
が、それに関連して、ドイツの場合は労働力に対して高い水準が要求されてい
ることの背景を考えてみたいと思います。両国を比較しますと、産業構造の上
で、アメリカでは 1980年代に入って 79パーセントがサービス業になってい
ますね。アメリカの場合は、労働力に関して、熟練と非熟練への二極分化がか
なり進んでいるということでしたが、ドイツの場合は熟練に対する需要が高い。
その背景にはどうも産業構造の違いがあるのではないかと思います。もしかし
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たら、ドイツの方では製造業の就業者の比率が高いのではないか。それに対し
てアメリカではサービス業にかなり重心が移っているのではないか。両国の産
業構造を、同じ時代をとって比較してみたらどういうことになるか、教えてい
ただきたく思います。
アーベルスハウザー　産業部門に関連してですが、製品の種類を基準に部分的
市場ないし部門に分類した国連統計によれば、そのような部分的市場は合計で
720ありますが、このうちドイツをはじめとするライン資本主義の国々には
310から 320もの部分市場があります。つまりこの地域では、それだけ製品
分類が非常に細かくなされているわけで、それはドイツ製品の多角化が進んで
いるということを反映しています。そして、これらの部分市場では、ライン資
本主義に属する国々が競争上の優位を持っているわけです。
　こうした市場で、ライン資本主義諸国は、売上高の上位を占めております。
部分市場ですから販売の量はそう大きくはないのですが、製品の価格は高い。
しかし高くても売れると、販売量は少なくても値段が高いので収益になるわけ
です。例えば、大量に売れている日本車と比べれば、ポルシェの販売台数は非
常に少ないわけです。しかし、一台一台が非常に高品質ですから、値段が高く
ても販売実績は上がっているわけで、ライン資本主義の強みはそうしたところ
に求めることができるわけです。
　このような高度に多角化した製品は、もちろん高い資格をもった労働力に
よって生産されることが必要です。こうしたことがドイツで成立したのは、遠
く中世にまでさかのぼる長い伝統、それに由来する諸事情があります。すなわ
ち、根本には中世の手工業の基盤があります。19世紀末ドイツのニューイン
ダストリー、すなわち化学工業や機械工業や自動車工業や電機工業といった新
産業も、そうした伝統が転化して発展したものであり、そうした過程のなかで
高品質の製品とそれを作る高い資格を持つ労働者が必要とされるようになった
のです。そこで作る製品の非常に高い価値の源泉は、素材そのものの生産にで
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はなく、それを科学的知識やノウハウをもとに加工して高い質のものに作り上
げるということにあります。
　さて、ドイツの化学工業を取り上げると、その代表企業 BASFがあるルー
トヴィヒスハーフェンには産業クラスター、つまり産業が相互に連携した地域
経済があります。そうした産業クラスターですが、そこには 100～ 200もの
産業企業が集まっていて、それらが協調・連携して製品を作り、それを輸出し
ております。そういうクラスターの形成がドイツの強みであって、価格上の比
較優位もそこから生まれてきます。この比較優位の源泉としては、その他の制
度的な優位、とくに関連する科学、大学での学問のような知的インフラの発展
も指摘しておきたいと思います。
　雇用が多く、起業率の高いアメリカ
秋元英一　お話を聞いていて、アメリカの強さを言っておかなければまずいか
なという感じを受けました。まず、サービス経済化とアメリカの労働組合との
関係についてお話しします。労働組合がアメリカで一番強かった時は 1930～
40年頃で、30何パーセントという組織率を誇っておりました。労働組合が強
かったのは製造業、特に自動車とかゴムとか金属といった産業分野ですね。
　しかし、第二次大戦後になると、企業はこれに懲りて、デトロイト周辺に集
積している産業が集中的に組合に狙われるので、工業が西とそれから南に分散
していくことになります。それと同時に、組合の数もどんどん減っていきます。
さらに 1960年代頃から急激なサービス経済化が進んでいきますが、サービス
経済においては政府部門を除いてはほとんど組合がないのです。
　結局アメリカの強みというのは、とにかく雇用がどんどん創出されていくと
いうことにあります。直近の例で言いますと、1990年代ですと確か 10年間
で 1700万くらいの雇用が生み出されております。1980年代でも 1300万から
1400万くらいの雇用が生み出されていたと思います。したがって、ある人が
失業したからといって、失業手当に頼って非常に長く生活しなくていけないと
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いうことはありません。多少賃金は下がるけれども雇用はあるということです。
　それからもう一つの強い所は起業率が非常に高いことです。もちろん廃業率
も高いわけですけれども。例えば「ガゼル」（gazelle）という言葉があります。
中小企業で起業精神にあふれた事業のことですが、これが特に IT産業が到来
してから非常に盛んになり、その結果としてあちらこちらで起業が高まってい
ます。
　もう一つ大事なことは、新しく企業を起そうという人に対する融資の問題で
す。エンジェルと言って、カリフォルニアが一番典型的ですが、結果に対してあ
まり責任を持たなくていいからこのお金を貸してあげるということです。起業
が上手くいったときは融資した人はもちろん大儲けできます。しかし、相手が失
敗したからといってお金を返せとは言いません。このように、ある意味で企業家
にとっては理想的な環境が用意されているので、アメリカの夢、つまり、やる気
やタレントがある人が事業によって身をおこし、良い生活をして、さらに自分の
事業を拡大していくという点で、理想的な環境があるのではないかと思います。
　ドイツはシックエコノミーか？
秋元　私はニューディールを研究しておりましたので、それとの対比で、ワイ
マール経済とかナチス経済についても多少勉強しましたが、「ボルヒャルト論
争」というのがありました。そこで議論されたのは、ワイマール経済とは一体何
だったのか、これはシックエコノミー（病んだ経済）だったのではないかと言わ
れておりました。そのシックエコノミーですが、内容的に、今日のドイツの状況
に似てないこともないと考えられるわけです。つまり、労働コストが非常に高い
ために、失業が異常に高い。したがって完全雇用にはなかなかなれずに、非常に
硬直した経済になっているというのがシックエコノミーです。そうすると、やは
りワイマール経済は、今日のドイツ経済に似ているのではないか。アメリカの
方からみるとドイツ経済はいつも病人のように見えているわけです。アメリカ
の経済論壇をみているといつもそのように書かれています。このように見ると、
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アーベルスハウザー先生がさかんに言われていたドイツ経済の強さというのも
少し割り引いて考える必要があるのではないかという感想をもったわけです。
　アメリカとヨーロッパは相互補完的
アーベルスハウザー　先生がおっしゃったことは全く正しいと思います。私は
決してライン資本主義のほうがアメリカの資本主義よりも優越していると言っ
ているのではありません。そうではなくて、ヨーロッパにはアメリカに対して
より競争力の強い市場があるし、アメリカにはヨーロッパよりも強い市場があ
るということです。例えばハイテク部門でパテントの数を見れば、アメリカの
方が上回っているわけで、その分野ではアメリカ企業の強みがあることは否め
ません。他方でヨーロッパの企業がアメリカの企業を上回っている部門ももち
ろんあるわけで、それは相互補完的な関係にあります。
　比較的ヨーロッパが強いのは生産プロセスの技術革新です。それが、アメリ
カとの間で相互補完して世界経済が成り立っているということです。それでは
なぜ、ヨーロッパの強い所とアメリカの強い所との違いが出てくるか。それは
組織がアメリカとヨーロッパで違っているからです。アメリカの企業が市場で
強みを発揮する場合ですが、アメリカの組織がその産業にとって好条件である
ところでアメリカの企業は強いわけです。ヨーロッパの企業が市場で強い力を
持つ場合も同様の関係があります。
　ライン資本主義の特徴あるいは強みというのは長期的なパースペクティブ、
高い品質の生産、それからコーポラティブな協調性というところにあります。
しかしそれも相対的な問題であって、アメリカにはそうした点での長所が相対
的に少ないということです。アメリカの強みは、リスクキャピタルの調達が容
易であること、それからトップ・テクノロジーの分野での生産です。
　ドイツモデルは日本に影響を与えたか
柳澤治（明治大学）　「ニューエコノミーへの多様な道」として、ドイツ、日本、
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アメリカの三つの国が対象とされ、それぞれについてその特徴が説明されまし
たが、三つの国の関連と共通性の問題があまり議論されず、この三つの国がそ
れぞれ多様な道を歩んでいるという形で、並列的に扱われてきたように思いま
す。そこで、それらの関連と共通性に関してお伺いしたいと思います。
　三人の御報告は、Wirtschaftskultur（経済文化）とかWay of Life（生活様
式）とかシステムと結びついたルールという形で、経済理念、政策理念、ある
いは制度的理念を重視しており、これらの主体的理念的な事を基準にして一つ
の型を構成しようとされている、と私は受けとめました。その場合、個々の政
策についてではなく、より大きな国民的な型を考える場合には、ドイツと日本
はある共通性をもっていて、他方アメリカはこの三つの国のなかでは異なった
位置にあるのではないかと思います。
　その上でドイツと日本を比較する場合、一つは戦前から戦後への歴史的な連
続性の問題が共通してあると思います。もう一つは戦後改革を両方とも経験し
ています。その際アメリカの影響のもとで大きな改革を経験したことも、ドイ
ツと日本との共通点だと思うのです。そこでこのようなアメリカの影響は別と
して、ドイツと日本の型の歴史的な共通性との関連についてのみお尋ねしたい
と思います。
　アーベルスハウザー先生はライン資本主義が日本にも適用されるのではない
かとお考えのように思います。また例えば、シュトレークとヤマムラは、「ノ
ンリベラルキャピタリズム」（非自由主義的資本主義）あるいは「コーポラティ
ズムの資本主義」という形でドイツと日本の資本主義を捉えております。その
際に、日本の戦前の資本主義に対して、ドイツモデルが大きな影響を与えてい
るということが強調されております。中でも、戦前、戦時の総力戦下のいろ
いろな関係、とりわけ雇用関係、経営共同体的な関係、あるいは経済団体、統
制会などの組織化の特徴が、ドイツのナチス的なものを採用したということを、
レームブルッフが言っております。そのことは安藤良雄先生をはじめ日本の経
済史ではごく一般的に言われてきたことだと思うのですが、そのようなコーポ
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ラティックな戦前のドイツモデルの受け入れというものが戦後の日本のシステ
ムにどのように連続するのか。この点について伊藤先生にお尋ねしたいと思い
ます。これが第一点です。
　コーポラティズムとナチス期の経済構成との関係
柳澤　第二点は、これはアーベルスハウザー先生にお尋ねしたいのです
が、コーポラティズムの型がナチスの経済システムとどういうふうに関係す
るのか。ナチス期の経済組織化、経済の有機的構成、経済団体の再編成、こ
れは日本の統制会に影響を与えたと言われているわけですが、organischer 
Wirtschaftsaufbau（経済の有機的構成）と言われる団体の全国的な組織化が
戦後のドイツのコーポラティズムにどういう影響を与えたのか。あるいはナチ
スの Betriebsgemeinschaft（経営共同体）が戦後のドイツのコーポラティズ
ムに継承されたのか、あるいは否定されたのか。そのことをお尋ねしたいと思
います。そのことによって日本とドイツの繋がり、共通性の検証が可能になる
のではないかと思います。
　グローバル化する経済におけるライン資本主義の位置
フロア　グローバル資本主義という枠を立てたときに、今のライン資本主義の
位置づけですが、先ほどのお話を踏まえますと、一方での個人型の資本主義と、
他方での国家型の資本主義に対して、ライン資本主義は、中間型、協調組織型
の資本主義ということができるかと思います。
　アーベルスハウザー先生がお話しになったライン資本主義に関する一つの展
望ですが、それは産業の高度化であり、労働者に関して言えば、労働者の質の
高度化であって、教育や技術水準を高めていくというなかで競争力を確保して
いくということになるかと思います。そのための一つの具体的方策として、例
えばドイツで言えば、労働者の約 3分の 2を高水準の資格をもつ労働者に育
成をしていく。国という単位でみた経済が、そうした形で、グローバル資本主
千葉大学　公共研究　第３巻第３号（2006 年 12 月）
193
義の中での優位性を保つということですね。
　こうした方策ですが、国内的には、残りの 3分の 1の労働者やもっと周辺
的な労働者との高度な資格を持つ労働者との格差の問題が出てくると思います。
さらに、グローバル市場の動態で格差の問題を考えますと、それは国内では調
整されたとしても、グローバルなレベルでは拡大しており、国内にも調整しえ
ない格差が残るでしょうし、EUの中でそれが発生してくるのではないかと思
います。企業の動向ですが、国の枠の中での行動を超え、やはりグローバルな
多国籍企業としての展開が進んでいます。こうした多国籍企業的な動きは、ド
イツでも EUレベルでもあるいは北欧でも数多く認めることができます。こう
した動向はどのように考えればよいのかについてお聞きしたいと思います。
　アメリカ型システムの動きと日本型システムの対応
フロア　もう一点、秋元先生がお話されていましたが、サービス化あるいは
IT化が大きく展開する中で、資本主義について、国や地域レベル、例えばラ
イン型とかアメリカ型といったタイプを設定することはどのような意味を持っ
ているのかという点です。秋元先生のお話では、アメリカ型システムがニュー
エコノミーのグローバルな展開の中で大きな優位を持っていると考えられます
が、これをめぐっては、アメリカ自体も大きく揺れているわけですね。つまり
リベラルな流れと保守的な流れがあります。こうした動きを踏まえたとき、今
日のアメリカにおけるようなニューエコノミーの展開がグローバルに拡大して
いくのかどうか伺いたいと思います。また、伊藤先生にお聞きしたいのですが、
日本型システムはそれにどういうふうに対応していくのか。アメリカに吸収さ
れていくのか、あるいは、アジア型あるいは東アジア型としての展開も考え得
るのか。問題が拡がってしまって恐縮ですが、よろしくお願いします。
司会　最初に、戦前、戦時期の日本資本主義がドイツモデルから影響を受けた
ということですが、それは戦後の日本資本主義とドイツモデルとの類似性に大
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きな関連を持つのではないかという点について、伊藤先生にお答え願います。
　次に、アーベルスハウザー先生にお答えいただきたいのは、ナチス期の経済
構成がコーポラティズムとどのような関係があるかということです。
　それから、グローバルな資本主義は労働市場を、国レベルあるいは地域レベ
ルにとどめることができず、国境を超えて拡大していくので、ライン資本主義
は本当に維持することができるのだろうか。これについても、アーベルスハウ
ザー先生からお答えいただきたいと思います。
　また、グローバリゼーションへの日本システムの対応については、東アジア
統合の可能性をも含めて、伊藤先生からお答えいただきます。それから秋元先
生に対して、ニューエコノミーとサービス化あるいは IT化との関係で質問が
ありましたが、これは全体にかかわることですので、お願いしたいと思います。
　最後に倉阪先生に、持続可能性という観点からニューエコノミーについての
ご意見を伺いたいと思います。
　ドイツシステムの日本への影響
伊藤　一時期 1940年体制論とかあるいは、日本経済システムの戦時源流論と
いう議論が、野口悠紀夫さんや、あるいは青木昌彦さんの理論を継承した比
較制度分析の岡崎哲二さんや奥野正寛さんによって展開されました。これら
は戦時経済システムが高度成長期あるいは 1980年代まで続いたという議論で
す。特に奥野さんや岡崎さんに顕著ですが、それ以前の経済システムはアング
ロサクソン的であり、それが戦時期に変わったという評価なのです。ですから
1980年代以降、再び資本主義勃興期のアングロサクソン的なものに戻ってい
くのは非常に自然であるという立場に立っております。
　しかし私は、明治期大正期の構造がアングロサクソン的であるというふうに
は考えておりませんので、その立場はとりません。ただし、戦時期に形成された、
例えば日銀法というのは Reichsbank Act（ライヒスバンク［ドイツ中央銀行］
法）をベースにしたものであるとか、あるいは産業報国会とか各種の統制会と
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いうのは、ドイツ的な統制システムをベースにそれを真似て作られたものであ
るということについては承認します。それが戦後改革という一つのショックを
経て、モディフィケーションされて、高度成長期まで続いているというふうに
考えます。ですから、この問題は戦後改革のショックをどの程度に評価するか
ということだと思います。
　それから、ドイツと日本について客観的な条件で言いますと、戦後出発点の
条件に関しては、ドイツの資本ストックは結構高いですね。しかし、日本は空
襲によってほとんどすべてのものが破壊されておりますから、戦後高度成長期
のスタート時点で見ると、平均資本係数（GDPに対する資本ストックの比率
の平均）も限界資本係数（平均資本係数の上昇率）もすごく低いということが
言えます。高度成長期にはこの低い資本係数が急速に上昇していくわけで、こ
れを、民間企業の力によって資本係数がどんどん上がっていくというふうに見
るのか、それとも政府の経済政策、あるいはコーポラティズム、あるいは日本
的コーポラティズム、別な言い方をすると政官財複合体という制度設計によっ
て、設備投資がどんどん行われて、それで資本係数が上がっていったと見るの
かの違いはありますが、いずれにせよ、ドイツと日本を比べると、出発点での
客観的条件の違いが大きいと思います。
　EUの歴史からアジア共同体の可能性を考える
伊藤　最後に、グローバリゼーションと日本との関係ですね。これは水島さん
の EUをバッファーにもつドイツと、真っ裸の日本というのとも関係するわ
けです。EU15だった時を考えて見ますと、例えば、ヨーロッパの低開発国と
いわれたスペイン、ポルトガルあるいはギリシャですが、ギリシャの一人当
たり GDPは 1万ドルを越しておりますし、スペイン、ポルトガルでも 6000、
7000ドルですね。日本でアジア共同体という議論が、1997年のアジア通貨危
機の前後からずいぶん出ておりますが、一人当たり GDP100ドル、200ドル
の国と、一人当たりの GDP3万ドルの国が共同体を構成するというのは、労
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働力移動の面でも、資本移動の面でも、ある意味では不可能です。ですから、
その限りでは、今、EUと似たようなアジア共同体（AU）を構想することに
現実性があるとは、残念ながら私には考えられません。
　しかし、それでは全く展望がないのかというと、むしろ 1950年代にヨーロッ
パの通貨交換性が回復して EECが発足した時のような、ある意味でのコア 6
のような形、つまり日本と韓国と中国とプラスアセアン４というような形でも
しも形成できれば、EUに繋がるようなそういうアジア的な共同体への一歩に
なると考えております。しかし、現在の政権や経済界のメインストリームはむ
しろ、アメリカ的な形での構造改革を徹底することによる、日本経済なり、日
本企業なりの再スタートを希望していて、アジア的な AU構想というのを全く
考えていないという点では、見通しは暗いかなという感じをもっております。
司会　ありがとうございました。倉阪先生が途中で退席しなくてはなりません
ので、先に倉阪先生から一言お伺いしたいと思います。
　職人気質の経済
倉阪秀史　ライン資本主義のキーワードとして、長期にわたるパースペクティ
ブをもちながら高い品質のものを作っていく、しかも、それを協調して生産し
ていくことが指摘されましたが、そのタイプの経済というのは、私はお話を聞
きながら考えたのですが、平たく言うと、職人気質を大事にするような経済で
すね、そういう感覚かなと思うわけです。そして、こういう職人気質の経済は、
例えば作ったものに対して愛着を持つ、つまり、ひらがなでいう「ものづくり」
を大切にするそういう経済ではないかと思います。この形の経済は、アメリカ
型のニューエコノミー、すなわち、どんどん新しいものを作っていくという形
のニューエコノミーとは対極にあるような気がしております。環境負荷、環境
影響ということを考えると、私としては、職人気質を大事にするという方向が
大事ではないかと思います。
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　日本の中ではそういう動きが残念ながらメインストリームにはないというお
話がありましたが、地域レベルでは、ひらがなでいう「ものづくり」「まちづくり」
あるいは「もったいない」という動きがさまざまに見られます。これらは、経
済の視点でいうとメインではないかもしれませんが、社会的な動きとしては無
視できない規模で行われていると思います。そういったローカルな視点での新
しい経済の動きも、日本の今後の見通しの中に位置づけて考えることが重要か
な、と感じました。
司会　ありがとうございました。それでは、アーベルスハウザー先生から二点
にわたってお答えいただきたいと思います。
　コーポラティズムの根付く国
アーベルスハウザー　まずコーポラティズムに関する質問です。ドイツと日本
のコーポラティズムの比較ですが、ドイツは 19世紀末以降、言ってみれば団
体経済ができてまいりました。つまり、さまざまな組織とか自律的な経済団体
とかできてきたわけですが、これはいわば、国家からの社会の解放運動でした。
さらにビスマルクには、国民経済評議会（Volkswirtschaftsrat）の構想があり、
そこで民間の組織諸利害を調整しようとしました。それによって、経済の取引
コストを下げることが可能になるということを考えました。
　コーポラティズムは、産業の伝統の中にこうした団体による調整を行う歴史
のある国でないと根付きません。それは、組織された団体の信頼関係などの伝
統のある国で可能であって、それがドイツと日本にはあったということになり
ます。実践的な面では、第一次大戦の時も、第二次大戦の時もそうですが、軍
事政策あるいは国家政策の履行は、民間経済を組織し自己統治させることに
よって可能になりました。もちろん最初から、そうしたことが意図されたわけ
ではなかったわけですが、戦争中にはそうした形で民間経済の組織化の伝統が
実践的に利用されたわけです。
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　ドイツの失業問題
アーベルスハウザー　次に失業問題ですけれども、まず失業問題がいつ起こっ
たかということに目を向ければ、それがグローバル化の結果であるということ
が分かります。ドイツにおける失業が問題になったのは 1970年代の末で、こ
れは経済の世界的な拡大の結果でした。あるいは世界的に統一された大量生産
方法、つまりフォーディズムが終わりを告げて、その結果そこにいた大量の労
働者が行き場を失ったということです。低賃金国では、こういった標準化され
た大量生産が行われており、それによって職を維持することが可能になってい
ます。ところで、ドイツでも、多くの分野で標準化された大量生産方式が残っ
ていましたから、低賃金国との競争で、非常な劣位にたつことになり、失業問
題が起こったのです。現在でもそのような大量生産に対応した労働者が 3分の
1残っているわけです。そこで、そこの部分に競争力をつけることが課題にな
りますが、その一つの方法は、賃金を下げることだと思います。しかし、それ
はドイツでは非常に難しいことだと思います。ところで現在、そうした標準化
された大量生産方法が、非ヨーロッパ地域、例えばアジアなど新興工業地域で
拡大しているわけで、これらの地域とドイツが競争することはできません。し
たがって、ドイツの中にある高品質製品に関わる労働分野、職業分野を強化す
ることによって、標準化された生産地域との競争を回避するという作戦を立て
るしかないと私は考えます。
　普遍的でオープンな経済としてのニューエコノミー
秋元　実は準備会の時に、雨宮先生は、シンポジウムをアメリカ型、ドイツ型、
日本型の比較としてやりたいと言ったわけですが、私の意図はそうではありま
せん。私が、Way of Lifeと言ったのは、アメリカ型ということではなく、あ
る程度普遍的なこれからの傾向を考えてそう言ったのでした。だから、これか
らの経済のありかたに関して、ある程度普遍的な、全世界的な傾向になるだろ
うという点についてお話をしたということです。
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　それから、倉阪さんが去られてしまって残念ですが、彼が 2001年のアメリ
カの経済白書を引用しております。そこではニュー・エコノミーという言葉を
解説していますが、彼が言及していないこのあとのブッシュ政権の経済白書を
見ると、ニュー・エコノミーという言葉は出てきません。つまり、クリントン
の時の方が、ニュー・エコノミーに対して非常に思い入れがありました。クリ
ントン時代にはアメリカ経済が非常にオープンになりまして、特に移民を大量
に受け入れました。住宅ブームが起きた一つの原因は移民たちがアメリカに定
着して、アメリカで夢を実現しようとしたことにあります。1990年代は、ア
メリカでは、日本とは違ってすごい勢いで人口が増えているのです。ですから、
そういうことを踏まえてブッシュ政権を見ますと、彼らの考えていることには
実はあまり歴史感覚がないのです。というのはブッシュさんたちの経済白書を
見ますと、要するに新古典派経済学とそのなかでの諸問題だと考えていること
が分かります。環境問題も何でもかんでも新古典派で解けるというように解説
してあります。特にマンキューが書いた経済白書ではそのへんのことが非常に
はっきりしています。だから、歴史具体的な事柄を考慮し、そしてアメリカ経
済をオープンにしようとしたという点では、クリントン政権の方が評価できる
と思います。しかもその方向についても、国が主導してやるというわけではな
いのです。ここが大事な所ですが、あくまで民間の自主性を尊重しながら、多
様な道を選びながら、しかし全体としてオープンな経済を作っていこうとして
おり、これが世界的に広がればよいのではないかというのが、非常に良く解釈
した場合のアメリカのリベラルの考えであって、たぶん今でもそう考えている
のではないかと思います。
司会　ありがとうございました。
